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本協会は、昭和４年３月２９日に創立され、県内における各種体育、スポーツ団体を統括し、山梨県における
スポーツを振興し、県民の体力向上を図るとともに、スポーツ精神を養うことを目的として活動している。平成
１７年４月１日には、財団法人山梨県県民スポーツ事業団と統合し、人員や組織を再編し、それまで個別に
行っていた事業を、両法人の持つ人的資源やノウハウを融合させ、総合的一体的に推進する新たな組織とし
て、安定的、効率的な事業展開を行っている。

団体（者）

サービス事業

県体育祭り・スポレク祭等の開催、国
体への選手団の派遣、スポーツ少年
団の育成、スポーツ教室の開催等。

都市公園、スポーツ施設等の管理運
営を県から受託。

レストランの運営、売店の出店、自動
販売機の設置、スケート靴の貸出し
等、来場者へのサービス提供。

積立金
甲府商工会議所
富士急行（株）

石沢洋一

富士観光開発（株）
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所管部（局 ）課

電 話 番 号

E-mail ア ド レ ス

設 立 年 月 日
出資者名

山本栄彦

甲府市小瀬町840番地

http://www.sports.pref.yamanashi.jp/ysi_wdm/html/taikyo/index.html

千円

【 法 人 の 概 要 】
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教育庁スポーツ健康課

055-243-1111

kose@sports.pref.yamanashi.jp

昭和４年３月２９日

H１９年度
事業費（単位：千円）

H１７年度

1

3

5

9

7
700

常
勤

役
員

常
勤

職
員
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概況等

スポーツ振興事業

施設管理事業

平均年齢

45.6
5,641



【経営の状況】 （単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

2,740 4,752 4,545 △ 207
8,725 7,791 7,950 159

11,072 300 425 125
922,417 699,709 700,947 1,238
50,393 220,430 228,438 8,008

236,493 236,202 201,693 △ 34,509
27,471 35,191 48,453 13,262

1,259,311 1,204,375 1,192,451 △ 11,924
事業費 1,126,899 972,278 963,437 △ 8,841

うち人件費 309,448 240,160 245,313
管理費 116,013 107,749 98,895 △ 8,854

うち人件費 93,078 93,981 85,046
経常支出 計 1,242,912 1,080,027 1,062,332

16,399 124,348 130,119 5,771
420,529 6,878 8,465 1,587
419,135 61,707 64,379 2,672

1,394 △ 54,829 △ 55,914 △ 1,085
17,793 69,519 74,205 4,686
36,063 53,856 123,375
53,856 123,375 197,580 74,205

（単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

233,617 300,849 358,883 58,034
767,309 772,832 768,425 △ 4,407

1,000,926 1,073,681 1,127,308 53,627
179,760 177,474 161,301 △ 16,173

0
34,782 216,670 220,852 4,182

0
214,542 394,144 382,153 △ 11,991
786,384 679,537 745,155 65,618

うち基本財産への充当額
うち特定資産への充当額

（単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

0
人件費（派遣法）補助金 34,413 34,621 25,321 △ 9,300
人件費（派遣法以外）補助金 62,471 67,102 63,606 △ 3,496
人件費以外の補助金 9,669 14,081 6,881 △ 7,200

106,553 115,804 95,808 △ 19,996
127,203 116,469 103,753 △ 12,716
233,756 232,273 199,561 △ 32,712

人件費（派遣法）委託金 48,900 17,007 17,138 131
人件費（派遣法以外）委託金 291,180 202,050 206,393 4,343
人件費以外の委託金 577,735 460,905 457,123 △ 3,782

委託金 計 917,815 679,962 680,654 692
1,151,571 912,235 880,215 △ 32,020

91.4 75.7 73.8 △ 2
0
0

【県の財政的関与の内容・目的】

債務負担行為

スポーツ振興事業費補助金

項目

補助金
（運営費）

財団法人山梨県体育協会の運営費補助金（人件費、事務局運営費）

委託金
指定管理者委託等：都市公園、スポーツ施設の管理運営費
スポーツ安全協会、広域スポーツセンター委託事業

補助金
（事業費）

流動資産

県の財政的関与の割合（％）

県債務負担実際残高

内容・目的
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固定負債
うち長期借入金

負債 計
正味財産

雑収益
経常収入 計

当期経常増減額
経常外収入

受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等

項 目
基本財産運用益

県支出金 計

運営費補助金
事業費補助金

補助金 計

項 目
負担金

受取会費

経常外支出
当期経常外増減額

正味財産期首残高

県貸付金残高

資産 計
流動負債

うち短期借入金

当期正味財産増減額

正味財産期末残高

項 目

固定資産



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 5 20 19 95.0%

計画性 5 20 20 100.0%

組織運営の
適正性 4 16 14 87.5%

財務状況 11 44 33 75.0%

効率性 8 32 25 78.1%

合計 33 132 111 84.1%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

対応策

各種事業に対する評価を的確に行い、必要に応じ事業の見直しを行うとともに、経営計画の定期的
な見直しを実施し、安定した財務運営を推進する。さらに、次期指定管理を迎えるにあたり、職員一
人一人にコスト意識を今まで以上に徹底させ経費節減に努めるとともに、サービス意識の更なる向
上を図り、法人の収益性を高め、より効率的・安定的な経営を行っていく。

指定管理制度への移行に伴い、職員一人一人が経営への参画意識をもち、利用者へのサービス
意識の向上に努めた。また、新規事業等について、職員が積極的に提案できる体制を整え、提案さ
れた事業のうち有効なものについて、実際に事業化した。

職員が経費節減とサービス意識の向上に努めた結果、経常損益も黒字を確保し、法人の各事業も
順調に運営できている。

指定管理制度への移行に伴い、職員給与の一律５％カットを実施し人件費の抑制を行うとともに、
外部委託についても、複数年契約を行い費用の削減を図った。

指定管理制度への移行に伴い、人件費の抑制、経営計画の策定及び実施結果の分析を行う体制
を整えるなど、組織、経営の健全化を図った。

財務状況

効率性

総合的評価

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

出資法人の設立目的に沿った事業を展開しており、県の行政施策の効率的な遂行に寄与してい
る。また、顧客満足度調査を実施し、事業の改善を図っている。

長期的ビジョンを持って計画的に事業運営に取り組んでいる。 今後、計画の見直しを適宜行ってい
く。月に１回経営会議を開催し計画と実績の分析を行い、必要に応じ改善策を議論している。

経営評価レーダーチャート
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

目的適合性 計画性 組織運営の適正性 財務状況 効率性

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

目的適合性
本県のスポーツ振興と県民の体力向上を図り、スポーツ精神を涵養するという設立の目的に
則った各種事業を確実に実施し、公益的な役割を果たしている。

計画性
平成１８年度から平成２０年度までの３年間の経営計画に基づき、経営改善等に取り組んでい
る。引き続き、更新となる４施設の指定管理者になることから、これに合わせた経営計画の改定
を行う予定であり、長期的な視点で事業運営と組織の健全化を推進している。

組織運営の
適正性

職員が組織の目的を明確に認識し、経営や各事業に取り組んでいる。また、新規事業を積極的
に展開するとともにスポーツ施設の状況やイベント等の情報提供も充分になされている。引き続
き、職員の年齢構成の是正には対応していく必要はある。

財務状況
経費節減と利用料収入及び収益事業収入の増に努めた結果、経常利益は引き続き黒字であり、
健全な財務状況となっている。

効率性
平成１８年度と比較して人件費が抑制され、経常利益が増加している。引き続き、職員のモチ
ベーションの維持に留意しながら、年齢構成の是正と人件費の増嵩抑制を図っていくための工夫
が必要となる。

総合的評価

経費節減により経営の健全化が図られている。今後は、職員の高齢化による人件費の増嵩を抑
制するとともにスポーツ振興事業等の内容充実のための人材確保も課題となる。また、改定を予
定している経営計画に従い、次の指定管理者更新に向けての更なる経営改善と事業見直しを中
長期的に行っていく必要がある。

・経営会議等を引き続き開催し、毎月の決算状況、事業実施状況について分析を行い、常に経営状況を把握す
る。また、各種事業についても、ＰＤＣＡに基づく評価、改善を行う。
・指定管理者公募で提案した収入支出額を目標として、更なる利用者サービスの向上と外部委託契約の複数年
契約の実施による委託費の節減や光熱水費等の経常費の節減など、より一層のコストの縮減に努める。
・職員の年齢構成の偏りや、臨時職員など非正規雇用職員の比率が全職員の半数を占めることなどにより、組
織運営上支障が生じることが今後考えられることから、将来の協会運営の在り方を見極めるとともに、組織体制
健全化に向けて退職者の計画的な補充を行う。
・職員の職務能力や意欲の向上を図りつつ、人件費総額の抑制について検討を行う。

総合的所見

※ ラ ン ク 下
の％は得点
率 の 範 囲

・平成１８年４月から、小瀬スポーツ公園など県立体育施設の指定管理者となり、利用者サービ
スの向上や経費削減など更なる運営努力を行っている。しかし、収入の７割以上をこれらの施設
管理に依存していることから、今後も継続的に指定を受けるため、コスト縮減や利用者サービス
向上など不断の見直しが必須となる。
・平成１９年度は当期利益を計上しており、全体的に見ても概ね健全な経営状況にあるといえる。
・しかし、今後、職員の高齢化が進み組織体制の硬直化や人件費の増嵩が想定されることから、
職員の意欲向上を図りつつ、人件費総額を抑制する手法の検討が必要となる。

Ａ
（７５％～）

Ｂ
（６０％～７５％）


